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個
人
市
民
税
・
都
民
税

の
住
宅
借
入
金
等
特
別

控
除
（
住
宅
ロ
ー
ン
控

除
）
の
延
長
・
拡
充

　
個
人
市
民
税
・
都
民
税
の
住
宅

借
入
金
等
特
別
控
除
（
住
宅
ロ
ー

ン
控
除
）
に
つ
い
て
、
居
住
開
始

日
の
適
用
期
限
が
４
年
間
延
長
さ

れ
、　

年　
月　
日
ま
で
と
な
り

２９

１２

３１

ま
し
た
。
ま
た
、　

年
４
月
～　

２６

２９

年　
月
に
居
住
を
開
始
し
た
人
で
、

１２
住
宅
取
得
に
係
る
消
費
税
の
税
率

が
８
％
ま
た
は　
％
の
場
合
は
、

１０

控
除
限
度
額
が
拡
充
さ
れ
ま
す

（
左
表
参
照
）。

上
場
株
式
等
の
譲
渡
所
得
等 

お
よ
び
配
当
所
得
に
係
る 

　

％
軽
減
税
率
の
廃
止

１０
　
上
場
株
式
等
の
譲
渡
所
得
等
お

よ
び
配
当
所
得
に
係
る　
％
軽
減

１０

税
率
（
所
得
税
７
％
、
個
人
市
民

税
１
・
８
％
、
都
民
税
１
・
２
％
）

の
特
例
措
置
が　
年　
月　
日
を

２５

１２

３１

も
っ
て
廃
止
さ
れ
ま
し
た
。　

年
２６

１
月
１
日
以
降
は
、
本
則
税
率
の

　
％
（
所
得
税　
％
、
個
人
市
民

２０

１５

税
３
％
、
都
民
税
２
％
）
と
な
り

ま
す
。

　
ま
た
、　

年
～　
年
は
復
興
所

２６

４９

得
税
を
含
め　
・
３
１
５
％
が
徴

２０

収
さ
れ
ま
す
。

　
詳
し
く
は
課
税
課
市
民
税
係
☎

４
７
０
・
７
７
７
７
（
内
線
２
３

３
３
～
２
３
３
７
）
へ
。

　
　
歳
以
上
（
口
座
開
設
の
年

２０
の
１
月
１
日
現
在
）
の
居
住
者

　
　
年
度
の
税
制
改
正
に
伴
い
、

２６
　
年
４
月
１
日
か
ら
軽
自
動
車
税

２７な
ど
の
税
率
が
、
最
低
額
を
２
０

０
０
円
と
し
現
行
の
約
１
・　

倍
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～
１
・
５
倍
へ
引
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上
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な
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す
。

　
ま
た
、
グ
リ
ー
ン
化
を
進
め
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観
点
か
ら
、
最
初
の
新
規
検
査
か

ら　
年
を
超
過
し
た
三
輪
以
上
の

１３

　
　
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て
地

２６
方
税
法
が
改
正
さ
れ
、
法
人
住
民

税
の
一
部
国
税
化
に
よ
り
地
方
法

人
税
が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。

　
そ
れ
に
伴
い
、　

年　
月
１
日

２６

１０

以
後
に
開
始
さ
れ
る
事
業
年
度
か

ら
、
法
人
市
民
税
の
法
人
税
割
の

税
率
が
変
更
と
な
り
ま
す
（
左
表

参
照
）。

◎27年5月に中古車に買い替えた場合

◎27年5月に新車に買い替えた場合

◎26年10月現在、軽自動車を所有している場合

25年度 26年度 27年度 所有している車が、
13年を経過した翌年度

7,200円/年
1万2,900円/年

例：20年中に新車として購入した
　　車であれば34年度

所有している車が、
13年を経過した翌年度
例：20年に新車として発売された
　　中古車であれば34年度

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 41年度

7,200円/年

新車に買い替え

1万800円/年
1万2,900円/年

25年度 26年度 27年度 28年度

7,200円/年

中古車に買い替え

1万2,900円/年

（例）軽自動車の乗用自家用車の場合

軽
自
動
車
に
つ
い
て
は
、
電
気
自

動
車
な
ど
を
除
き
、　

年
度
か
ら

２８

新
税
率
の
お
お
む
ね　
％
の
重
課

２０

と
な
り
ま
す
（
左
表
１
・
表
２
、

下
図
参
照
）。
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な
ど
を
対
象
に
、　

年
１
月
１

２６

日
～　
年　
月　
日
に
年
間
１

３５

１２
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０
０
万
円
を
上
限
と
し
て
、
非

課
税
口
座
内
の
少
額
上
場
株
式

等
の
配
当
・
譲
渡
益
が
、
最
長

５
年
間
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課
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な
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ま
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。

　
詳
細
は
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
（http://www.nta.go.jp/ge

nsen/nisa/

）を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　
詳
し
く
は
最
寄
り
の
税
務
署

へ
。

　
ま
た
、
税
率
改
正
に
伴
い
、　
２６

年　
月
１
日
以
後
最
初
に
開
始
さ

１０
れ
る
事
業
年
度
の
予
定
申
告
に
限

り
、
経
過
措
置
が
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じ
ら
れ
ま
す

（
左
図
参
照
）。

　
詳
し
く
は
課
税
課
市
民
税
係
☎

４
７
０
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７
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へ
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住宅借入金等特別控除について

控除期間控除限度額居住開始年月

１０年間所得税の課税総所得金額等（課税標準額）
×５％（上限金額９万７,５００円）２６年１月～３月

１０年間所得税の課税総所得金額等（課税標準額）
×７％（上限金額１３万６,５００円）

２６年４月～
２９年１２月末

※２６年４月～２９年１２月末の金額は、消費税率引き上げに伴う負担軽減を目的として
いるため、消費税率が８％または１０％である時期に住宅を取引した場合であり、
それ以外の場合での控除限度額は、所得税の課税総所得金額等（課税標準額）の
５％（上限金額９万７,５００円）です。

※住宅借入金等特別控除可能額が、所得税額より多い場合のみ、市民税・都民税か
らの控除対象となります。

表１　原動機付自転車・二輪車および小型特殊自動車など

２７年度以降２６年度まで区分

２,０００円１,０００円５０cc以下

原動機付自転車
２,０００円１,２００円５０cc超　９０cc以下

２,４００円１,６００円９０cc超　１２５cc以下

３,７００円２,５００円ミニカー

３,６００円２,４００円二輪の軽自動車など
（１２５cc超　２５０cc以下）

６,０００円４,０００円二輪の小型自動車（２５０cc超）

２,４００円１,６００円農耕用のもの
小型特殊自動車

５,９００円４,７００円その他

表２　三輪および四輪以上の軽自動車

③新規登録
後１３年超
（重課税）
※１

②２７年４月
１日以降の
新車

①現行およ
び、２７年３
月３１日まで
の登録車

区分

８,２００円６,９００円５,５００円営業用
乗用

四輪以上
軽自動車

１万２,９００円１万８００円７,２００円自家用

４,５００円３,８００円３,０００円営業用
貨物用

６,０００円５,０００円４,０００円自家用

４,６００円３,９００円３,１００円三輪のもの

◎２７年３月３１日以前に登録された新車（既存車）については、①の税率と
なります。
◎２７年４月１日以降に登録する新車（初めて車両番号の指定を受ける車）は、
②の税率となります。

◎新車登録（車検証の初度検査年月）から１３年を経過した車両は、③の税
率となります（２８年４月１日から適用）。

※１　動力源または内燃機関の燃料が、電気・天然ガス・メタノール・混
合メタノール・ガソリン電気併用の軽自動車、被けん引車を除きます。

表　法人税割の税率

改正後改正前資本金などの金額

１２.１％１４.７％１億円以上の法人および保険業法に規定する相互会社

　９.７％１２.３％１億円未満の法人

※改正後の税率は２６年１０月１日以後に開始される事業年度から適用されます。

図　予定申告の経過措置
これまで

予定申告の法人税割額＝前事業年度の法人税割額×６／前事業年度の月数

 

２６年１０月１日以後最初に開始される事業年度

予定申告の法人税割額＝前事業年度の法人税割額×４.７／前事業年度の月数
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上場株式等に係る
配当所得・譲渡所得
などの非課税措置
（ ＮＩＳＡ ）の創設

　 ニ 　 ー 　 サ 　

軽
自
動
車
税
の
税
制
改
正
に
つ
い
て


